
【様式１】
長期継続利用割引解約金 適用除外申込書

西日本電信電話株式会社 御中

専用サービス契約約款、データ伝送サービス契約約款、ＬＡＮ型通信網サービス契約約款に基づき、【様式２】のとおり移行前サービス（旧長期継続利用契
約群）、移行後サービス（新長期継続利用契約群）を指定し、移行前サービスの長期継続利用割引解約金の適用除外を申込みます。
※太枠内を必ずご記入ください。

受 付 番 号 （ . . ）

①お申込年月日 年 月 日 申込書通番 ／

②ご契約者名
（会社名等）

フリガナ

お名前

フリガナ

お名前

③共同ご契約者名
（会社名等）

印
有

・

無

印

フリガナ

お名前

印

フリガナ

お名前

印

※移行前・移行後サービスのご契約者名義が同一であり、かつ１のご契約者である場合、押印は不要です。

《適用条件》

以下の項目すべてに該当する場合は、長期継続利用割引解約金のお支払いが不要となります。

(１)移行後サービスの長期継続利用割引期間は、移行前サービスの長期継続利用割引の最長の残余期間（移行後サービスの中で最も早い
新設（変更）日を基準とする）以上であること
(２)移行後サービスの拠点数が移行前サービスの拠点数と同数以上であること
(３)移行前サービスは最低利用期間または基本契約期間（契約単位が契約者回線群とするサービスにおいては契約者回線及び契約者回線
の増設等により新たに設置した部分すべて）を経過していること
(４)移行前サービス及び移行後サービスにおいて契約者名義が同一であること
・契約者名義が同一でない場合でも、「ご契約者間が相互に業務上密接な関係を有することについて当社の基準に適合している」場合で
あって、かつ「契約者相互間の同意がある」場合は同一名義として扱う

処理欄

AM担当者

支店

部 課
担当者名
ＴＥＬ
ＦＡＸ

契約会社受付担当
協定事業者様
担当者印

担当者
ＴＥＬ



長期継続利用割引解約金　適用除外申込書 【様式２】

■移行前サービス （旧長期継続利用契約群）

⑩契約種類 ⑪満了日

拠点数合計 Ａ：最も長い残余期間

■移行後サービス （新長期継続利用契約群）

⑳契約種類 開始日

*1　同一場所は1とする 拠点数合計 Ｂ：最も早い新設（変更）日

*2　Ｂ欄の日から⑪満了日までの間の年月数を記入

*3　専用サービス以外の場合、記入不要

判定結果
○×で記入

　

　移行後サービスの長期継続利用割引は、移行前サービスの長期継続利用割引の最長の残余期間（移行後サービスの中で最も早い新設（変更）日を基
準とした日とする）以上の長期継続利用割引ですか？

　移行前サービスは、最低利用期間を経過していますか？

　移行前サービス及び移行後サービスにおいて、契約者名は同一ですか？

⑲新設(変更)日⑮回線ＩＤ

チェック項目

移行後サービスの⑳欄の契約種類は、移
行前サービスの残余期間（Ａ欄）以上に
なっている

⑦回線開通日 ⑧解除（変更）日

　移行後サービスにおけるご利用拠点数は移行前サービスのご利用拠点数以上になっていますか？

④起点事業所名

⑯起点事業所名 ⑰終点事業所名⑬契約者名

③回線ＩＤ

長期継続利用割引⑨最低利用期間
経過確認
（⑧-⑦が1年以
上であれば○印）

チェック方法

移行前サービスの⑨欄が “○” になって
いる

①、⑬欄の契約者名が同一

⑥欄の拠点数合計と⑱欄の拠点数合計を
比較し、移行後に拠点数が減っていない

移行前サービス・移行後サービス指定書 兼 適用除外チェックシート

①契約者名

⑭サービス名・品目 ⑱拠点数

⑤終点事業所名②サービス名・品目 ⑥拠点数
⑫長期継続利用
割引の残余期間

長期継続利用割引

Ｂ：最も早い新
設（変更）日

判定表

残余期間を算定する際の基準日として使用

*3

*2*1

*1



【様式３】

長期継続利用割引解約金適用除外申込についての同意書

申込書通番 ／

本適用除外申込にあたり、移行前後のご契約者名義が申込者（【様式１】のご契約者名）と異なる場合は、異なるご契約者名義のみ以下にご記入後、押
印してください。

①ご契約者名
（会社名等）

フリガナ

お名前

フリガナ

お名前

②共同ご契約者名
（会社名等）

印
有

・

無

印

フリガナ

お名前

印

③ご契約者名
（会社名等）

フリガナ

お名前

フリガナ

お名前

④共同ご契約者名
（会社名等）

印
有

・

無

印

フリガナ

お名前

印

⑤ご契約者名
（会社名等）

フリガナ

お名前

フリガナ

お名前

⑥共同ご契約者名
（会社名等）

印
有

・

無

印

フリガナ

お名前

印

※異なるご契約者間が相互に業務上密接な関係を有することについて当社の基準に適合している旨を証明する資料（有価証券報告書・営
業報告書等）を添付願います。


